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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第21期
第１四半期
連結累計期間

第22期
第１四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自 2019年９月１日
至 2019年11月30日

自 2020年９月１日
至 2020年11月30日

自 2019年９月１日
至 2020年８月31日

売上高 (千円) 1,817,120 4,228,055 10,306,463

経常損失(△) (千円) △202,059 △3,195,340 △2,919,717

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △220,604 △3,543,866 △4,112,361

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △238,404 △3,542,647 △4,223,889

純資産額 (千円) 2,481,380 24,937,208 28,479,720

総資産額 (千円) 7,181,067 33,673,545 35,985,792

１株当たり
四半期(当期)純損失(△)

(円) △5.38 △43.10 △73.86

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 34.3 74.0 79.1
 

(注) １．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期

(当期)純損失であるため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

なお、新型コロナウイルスや高病原性鳥インフルエンザ等の感染症の流行は、予断を許さない状況であるため今後

も状況を注視しつつ、機動的に対策を講じてまいります。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間（2020年９月１日から2020年11月30日）につきまして、当社グループは「デリバリー

の日常化」を実現すべく、LINE株式会社との連携強化を通じて、出前館の拡大に向けた取り組みを加速させてまい

りました。

加盟店の拡大については、飲食店のデリバリーへの参入が一時的なものではなく、飲食店経営における意識の変

化であると捉え、積極的に加盟店の拡大に努め、マクドナルドなどの大規模出店の有名チェーン店から地元密着の

お店まで多くの飲食店の加盟が進みました。

シェアリングデリバリー®の拡大につきましては、新たに大分県、山梨県、三重県、石川県でのサービス開始など

により29都道府県に広がったほか、配達員の拡充や飲食店の増加に努めた結果、シェアリングデリバリー®による配

達件数は前年同期の約５倍に増加しました。

ユーザー利用の拡大については、テレビCMをはじめとしたブランドの訴求や様々なキャンペーンを実施したこと

に加え、2020年11月10日よりLINEアカウントとの連携及びLINEアプリ内での『出前館』アイコンの掲出を開始し、

LINEユーザーへの『出前館』の訴求を強化したことで、ユーザー数及び利用の促進につながりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は4,228,055千円（前年同期比132.7％増）と引き続き事業の拡大

が続いているものの、積極的な事業展開と投資実行により、利益については、営業損失は3,194,131千円（前年同期

は210,162千円の営業損失）、経常損失は3,195,340千円（前年同期は202,059千円の経常損失）、親会社株主に帰属

する四半期純損失は3,543,866千円（前年同期は220,604千円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりまし

た。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 
① 出前館事業

出前館事業セグメントにおきましては、当第１四半期連結会計期間末におけるGMVは307億円（前年同期比58％

増）となりました。あわせて、アクティブユーザー数は471万人（前年同期比52％増）、加盟店舗数は4.5万店（前

年同期比116％増）、シェアリングデリバリー®の人口カバー率に関しましては34％（前期末比＋４％）となり、中

期経営計画に沿った拡大が順調に進みました。

その結果、当第１四半期連結累計期間のセグメント売上高の内訳は、出前館サービス利用料2,007,791千円、配達

代行手数料1,670,084千円、その他358,662千円となり、セグメント売上高は4,036,538千円（前年同期比167.3％

増）となりました。

 
② 通信販売事業

通信販売事業セグメントにおきましては、飲食店向けに焼酎などの通信販売を行っておりますが、新型コロナウ

イルス拡大に伴う飲食店の営業縮小の影響を受け、当第１四半期連結累計期間のセグメント売上高は191,516千円

（前年同期比37.7％減）となりました。
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当第１四半期連結会計期間末における流動資産残高は、前連結会計年度末比で2,273,446千円減少し、33,306,805千

円となりました。主な要因は、その他が69,122千円増加した一方、現金及び預金が2,283,611千円、未収入金が55,996

千円減少したことによるものです。

固定資産残高は、前連結会計年度末比で38,800千円減少し、366,740千円となりました。主な要因は、投資有価証券

が1,903千円増加した一方、投資その他の資産のその他が36,881千円、有形固定資産が2,904千円減少したことによる

ものです。

この結果、総資産残高は、前連結会計年度末比で2,312,246千円減少し、33,673,545千円となりました。

流動負債残高は、前連結会計年度末比で1,230,508千円増加し、8,692,200千円となりました。主な要因は、未払金

が1,383,257千円増加した一方、未払法人税等が147,499千円、賞与引当金が15,281千円減少したことによるもので

す。

固定負債残高は、前連結会計年度末比で242千円減少し、44,137千円となりました。主な要因は、その他が242千円

減少したことによるものです。

この結果、負債残高は、前連結会計年度末比で1,230,265千円増加し、8,736,337千円となりました。

純資産残高は、前連結会計年度末比で3,542,512千円減少し、24,937,208千円となりました。主な要因は、欠損填補

により資本剰余金が2,664,275千円減少、利益剰余金は欠損填補により増加し、当四半期純損失3,543,866千円を計上

した結果、879,548千円減少したほか、その他有価証券評価差額金が1,219千円の増加、自己株式の処分155千円を計上

したことによるものです。

 
(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 
(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(4) 従業員数

①　連結会社の状況

当第１四半期連結累計期間において、当社グループは業容の拡大に伴い、出前館事業において51名(臨時従業員

4,017名)増加しております。

②　提出会社の状況

当第１四半期累計期間において、当社は業容の拡大に伴い出前館事業において51名(臨時従業員4,017名)増加し

ております。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年１月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 85,486,500 85,486,500
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株で
あります。

計 85,486,500 85,486,500 ― ―
 

(注) 「提出日現在発行数」欄には、2021年１月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年９月１日～
2020年11月30日

― 85,486,500 ― 16,113,422 △2,664,317 13,000,204
 

 (注) 資本準備金の減少は、2020年11月26日開催の第21期定時株主総会決議に基づく欠損補填によるものであります。

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2020年８月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   2020年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 3,271,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 82,203,800 822,038

権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式。また、１
単元の株式数は100株で
あります。

単元未満株式 普通株式 11,700 ― ―

発行済株式総数 85,486,500 ― ―

総株主の議決権  ― 822,038 ―
 

 (注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式74株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2020年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社出前館
大阪市中央区久太郎町
三丁目６番８号

3,271,000 － 3,271,000 3.83

計 ― 3,271,000 － 3,271,000 3.83
 

(注) 所有者の住所は、2020年12月１日から東京都渋谷区千駄ヶ谷５丁目27番５号に移転しております。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2020年９月１日から2020年

11月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2020年９月１日から2020年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2020年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 28,966,185 26,682,573

  受取手形及び売掛金 134,904 133,550

  商品及び製品 47,175 47,313

  未収入金 6,375,530 6,319,533

  その他 128,830 197,953

  貸倒引当金 △72,374 △74,119

  流動資産合計 35,580,251 33,306,805

 固定資産   

  有形固定資産 51,460 48,555

  無形固定資産   

   ソフトウエア 9,441 8,692

   その他 138 138

   無形固定資産合計 9,580 8,830

  投資その他の資産   

   投資有価証券 182,722 184,626

   差入保証金 111,275 111,067

   繰延税金資産 13,277 13,277

   その他 38,790 1,909

   貸倒引当金 △1,567 △1,527

   投資その他の資産合計 344,499 309,353

  固定資産合計 405,540 366,740

 資産合計 35,985,792 33,673,545
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2020年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年11月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 54,026 53,650

  未払金 6,867,242 8,250,500

  未払法人税等 201,259 53,760

  賞与引当金 82,184 66,902

  その他 256,978 267,386

  流動負債合計 7,461,691 8,692,200

 固定負債   

  その他 44,380 44,137

  固定負債合計 44,380 44,137

 負債合計 7,506,071 8,736,337

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 16,113,422 16,113,422

  資本剰余金 15,645,037 12,980,762

  利益剰余金 △2,697,306 △3,576,855

  自己株式 △634,095 △633,940

  株主資本合計 28,427,058 24,883,389

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 50,197 51,416

  その他の包括利益累計額合計 50,197 51,416

 新株予約権 2,464 2,401

 純資産合計 28,479,720 24,937,208

負債純資産合計 35,985,792 33,673,545
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2019年９月１日
　至 2019年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年９月１日
　至 2020年11月30日)

売上高 1,817,120 4,228,055

売上原価 689,034 1,702,818

売上総利益 1,128,086 2,525,237

販売費及び一般管理費 1,338,248 5,719,368

営業損失（△） △210,162 △3,194,131

営業外収益   

 持分法による投資利益 9,589 3,833

 助成金収入 － 6,929

 その他 557 1,608

 営業外収益合計 10,146 12,370

営業外費用   

 支払利息 461 41

 租税公課 1,326 －

 保険解約損 － 11,048

 その他 255 2,489

 営業外費用合計 2,043 13,579

経常損失（△） △202,059 △3,195,340

特別損失   

 減損損失 － 232,223

 役員退職慰労金 － 100,000

 特別損失合計 － 332,223

税金等調整前四半期純損失（△） △202,059 △3,527,564

法人税等 18,545 16,302

四半期純損失（△） △220,604 △3,543,866

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △220,604 △3,543,866
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2019年９月１日
　至 2019年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年９月１日
　至 2020年11月30日)

四半期純損失（△） △220,604 △3,543,866

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △17,799 1,219

 その他の包括利益合計 △17,799 1,219

四半期包括利益 △238,404 △3,542,647

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △238,404 △3,542,647

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 (税金費用の計算)

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四

半期純利益または税引前四半期純損失に法定実効税率を乗じた金額に、繰延税金資産の回収可能性を考慮して

おります。

 
(追加情報)

前連結会計年度の有価証券報告書の「（追加情報）（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りに

ついて）」に記載した仮定について重要な変更はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2019年９月１日
至 2019年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年９月１日
至 2020年11月30日)

減価償却費 72,817千円 6,814千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ.前第１四半期連結累計期間(自 2019年９月１日 至 2019年11月30日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月28日
定時株主総会

普通株式 147,367 3.6 2019年８月31日 2019年11月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 
Ⅱ.当第１四半期連結累計期間(自 2020年９月１日 至 2020年11月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、2020年11月26日開催の当社第21期定時株主総会決議により、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準

備金を2,664,317千円減少させ、同額をその他資本剰余金に振り替えております。また、会社法第452条の規定に基づ

き、その他資本剰余金を2,664,317千円減少させ、同額を繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補を行っております。
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(セグメント情報等)

 【セグメント情報】

Ⅰ．前第１四半期連結累計期間(自 2019年９月１日 至 2019年11月30日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

合計
（注）２

出前館事業 通信販売事業 計

売上高      

 外部顧客への売上高 1,509,910 307,210 1,817,120 － 1,817,120

 セグメント間の内部
　売上高又は振替高

5 64,373 64,378 △64,378 －

計 1,509,915 371,583 1,881,499 △64,378 1,817,120

セグメント利益又は損失(△) △182,722 45,377 △137,344 △72,817 △210,162

その他の項目      

減価償却費 68,865 3,951 72,817 － 72,817
 

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△72,817千円は、報告セグメントの減価償却費であります。

２．各報告セグメントのセグメント利益又は損失の合計と調整額の合計は、四半期連結損益計算書の営業損失と

一致しております。

 

Ⅱ．当第１四半期連結累計期間(自 2020年９月１日 至 2020年11月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

合計
（注）２

出前館事業 通信販売事業 計

売上高      

 外部顧客への売上高 4,036,538 191,516 4,228,055 － 4,228,055

 セグメント間の内部
　売上高又は振替高

7 142,555 142,562 △142,562 －

計 4,036,545 334,072 4,370,618 △142,562 4,228,055

セグメント利益又は損失(△) △3,205,060 17,743 △3,187,316 △6,814 △3,194,131

その他の項目      

減価償却費 3,160 3,654 6,814 － 6,814
 

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△6,814千円は、報告セグメントの減価償却費であります。

２．各報告セグメントのセグメント利益又は損失の合計と調整額の合計は、四半期連結損益計算書の営業損失と

一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「出前館事業」において、当第１四半期連結累計期間に取得した固定資産について減損損失を計上しており

ます。なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間において232,223千円であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2019年９月１日
至 2019年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年９月１日
至 2020年11月30日)

(1) １株当たり四半期純損失（△） △5円38銭 △43円10銭

  (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

(千円)
△220,604 △3,543,866

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）(千円)
△220,604 △3,543,866

普通株式の期中平均株式数(株) 40,989,074 82,215,804

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － －

  (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

――――――― ―――――――

 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であ

るため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2021年１月12日

株式会社出前館

 取締役会 御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

大阪事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西  野  尚  弥 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中  尾  志  都 印

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社出前館

の2020年９月１日から2021年８月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2020年９月１日から2020年11月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年９月１日から2020年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社出前館及び連結子会社の2020年11月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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